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第 1 章　プロジェクト実施背景と現状

ポーランド共和国（以下、ポ国）は、石油及び天然ガスの消費増加に伴い、1986年以降エネル

ギー輸入国に転じた。かかる状況を受け、1997年にエネルギー法の制定、同法に基づく国家エネ

ルギー政策指針の策定を経て、エネルギー安全保障、産業競争力強化、環境保全を目標とした政

策を推進している。現在これらの政策は同国において、エネルギー効率や環境に係る EU基準へ

の適合を始めとした EU加盟を実現するための重要政策課題のひとつと位置づけられている。

一方、ポ国は上記取り組みに並行して、我が国に開発調査「省エネルギー計画マスタープラン調

査」を要請した。1997年から 2 年間にわたる同調査の結果、産業界では工場の省エネルギー対策

が適切に推進されていないという問題点が指摘され、対処策として省エネルギー法体制の整備、及

び省エネルギー技術センター（ECTC: Energy Conservation Technology Centre）の設立が提言さ

れた。

かかる背景のもと、省エネルギー技術者育成及び情報普及を担う組織として ECTCをポ国省エ

ネルギー公社（KAPE）に設立し、産業界のエネルギー効率向上を達成するために、2001年 5月ポ

国政府は本件に対する協力を日本に対し要請した。これを受け、日本側はこれまでに事前調査及

び第 1次～ 5次短期調査を実施し、プロジェクト実施体制、ポ国側措置（予算等）、技術移転内容、

センター設立及び運営計画についての協議をほぼ了していた。

しかしながら、2002年 3月の第 5次調査、R/D締結目前の最終段階で、ポ国側が R/D内容の担

保のために口上書交換が必要と主張したため、R/D締結を先送りし、口上書の文言について外交

ルートによる交渉が続いた。2003年 7月になって基本的に日本側の文案を受け入れる形での決着

がつき、8月の小泉首相ポ国公式訪問の際に再度共同声明として早期実施が促され、ポ国政府内で

の決裁手続を経て、2003年 11月 4日に口上書が締結された。これを受け、プロジェクト実施に向

けてポ国側と協議を行うため、事前評価調査団が派遣された。同調査団は、プロジェクト前提条

件の変化の確認、及びそれによるプロジェクト計画の変更を行った。その後、2004 年 3月よりプ

ロジェクトの前提条件調査、基盤整備のため、5名の短期専門家が派遣され、現在も現地にて調査

業務に従事している。

本件調査団は、事前評価調査団での合意事項に基づき、短期専門家による調査結果を反映した

形で、プロジェクト計画の基礎的合意事項としての R/D、及び詳細としてのM/Mに関し合意を得

るために派遣される。今後、7月より長期専門家の現地派遣が予定されている。
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第 2 章　実施協議調査団概要

2 － 1　実施協議調査団の目的

・これまでの調査結果、合意事項、短期専門家の調査結果をもとに合意事項についてポ国側と

協議し、経済省、KAPE、調査団の 3者により、R/D、M/Mの署名を行う。

・プロジェクト開始後に連携が必要な機関と協議を行い、今後の協力関係を確保する。

2 － 2　調査団構成

団長・総括 森本　英雄 JICA経済開発部第二グループ長

協力企画 青柳　仁士 JICA経済開発部第二グループ資源・省エネルギーチーム職員

2 － 3　調査団日程
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2 － 4　主要面談者

ポ国側

（Congress）

Prof. Tadeusz Iwinski

Ms. Mlgorzata Rohde

（Ministry of Economy and Labor）

Mr. Zbigniew Kamienski :  Deputy Director, Department of Energy Security

Mr. Wieslaw Pawliotti :  Head, Department of Energy Security

Mr. Wieslaw Zbikowski :  Chief Expert, Department of Energy Security, MGiP

（KAPE S.A.）

Prof. Tadeusz Skoczkowski :  President

Mr. Andrzej Wojtowicz :  Vice-President

Mr. Miroslaw Semczuk : Director, International Cooperation Department

Ms. Karolina Loth-Babut :  Project Manage

（WUT）

Prof. Janusz Lewandowski :  Director, Assistant Professor, Institute of Heat Engineering,

Faculty of Power and Aeronational Engineering

Dr. Tomasz S.  Wisniewski :  Assistant Professor,  Institute of Heat Engineering, Faculty

of Power and Aeronational Engineering, WUT

（Cooperation Fund）

Mlgorzata Sidowska : Member of the Management Board

Mateusz Kujawa : Chairman of the Management Board General Director

日本側

（在ポーランド大使館）

小野　正昭　　　　特命全権大使

水城　幾雄　　　　公使

川上　一郎　　　　一等書記官

佐藤　昭彦　　　　二等書記官

（JICAポーランド事務所）

榎本　宏　　　　　所長

（JICA 短期専門家）

青山　道信　　　　ESCO市場調査
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菊川　武　　　　　省エネルギー需要調査

加藤　正明　　　　省エネルギー診断

浅井　能弘　　　　プラント機材調達
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第 3 章　調査結果

3 － 1　主要合意事項

ポ国側と本件プロジェクトにかかるM/M、及び R/Dの署名交換を行い、プロジェクトの実施を

決定した（詳細は別添 R/D、M/Mのとおり）。署名者は JICA団長と KAPE総裁、及び副総裁となっ

た。

本件プロジェクトは 2004 年 7 月 1 日から 4 年間の期間で実施される。主要な双方措置のスケ

ジュールは以下のとおりである。

（1）日本側

1）専門家派遣

長期専門家派遣時期は以下のとおりとなった。

短期専門家派遣スケジュールは、年間 3 名程度を目処に、必要に応じ検討する。

2）機材供与

機材供与は、①実習プラント、②診断機器、③オフィス機器の 3種類となる。詳細は M/

Mの ANNEXにある一覧表のとおり。 ①の実習プラント供与に関する主要スケジュールは

以下のとおり。
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②、③の供与のタイミングは、必要に応じ適宜検討する。特に②の診断機器については、

開発調査の際に供与したものとの重複もあるため、現在 KAPEが有する診断機器を確認し

た後、必要なものだけを選別して供与する。

3）本邦研修

プロジェクト期間中（4年間）で、概ね 10名のカウンターパートを日本に招いて研修する。

各年度の人数、時期、内容については、時期が来たら別途検討する。

（2）ポ国側

1）カウンターパートの配置

プロジェクト開始（2004年 7月 1日）までに、Project Directorと Project Managerを配

置する。また、2004 年 8 月 1 日までに、Professional  Trainer を 3 名、Trainer を 3 名、

Qualification Committee Memberを 3名、常駐スタッフ 2名、秘書 1名を配置する。その

後、必要に応じカウンターパートの人数を増やし、ECTC の本格稼働までには、R/D の

ANNEXに記載があるとおり、総勢 31名のカウンターパートが配置される計画である。配

置の考え方は、毎日 ECTCに出勤するというイメージではなく、任命しておいて、作業日

数は柔軟に調整するという考え方である。

なお、現在は、主担当者であるセムチュック氏のみが主体的にプロジェクトに関わって

おり、その他の総裁、副総裁、技師、秘書等は必要に応じ関わっている状況である。

2）実習プラント設置用建屋の改修

KAPEとワルシャワ工科大学との契約に基づき、ワルシャワ工科大学が実習プラント設

置用建屋の改修を 11月末までに完了させる。

3 － 2　R/D、M/M について

当初、第 5次短期調査の際にポ国側と仮合意した R/D、M/Mを基礎に案を作成したが、KAPE

側からの強い意向があり、協議の結果、以下の基準に則った修正を加え、最終稿を確定させた。

（1）各合意文書の法的整合性をとる

本件プロジェクト実施に関する日本、ポ国間の取り決めは、口上書、R/D、M/Mの３つで

ある。それぞれの文書は、口上書、R/D、M/Mの順に上位の規定となっており、下位の文書

が上位の文書上の規定を覆すことはなく、また、それぞれの文書上に重複する記載はしない。

これに伴い、口上書と整合性をとる形で R/Dを一部修正し、R/Dの表紙は口上書を参照す

る書き方にし、M/Mの表紙は R/Dを参照する書き方とした。口上書のコピーを R/DのANNEX

として添付した。また、予算措置は、より重要な取り決めであるため、上位の規定となる R/
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Dに ANNEXとして追加した。ただし、あくまで R/D、M/Mは実施機関同士の取り決め（議

事録）であり、国際約束や協定ではないことを説明した。

（2）責任の所在を明らかにする

可能な限り、合意文書上の主体は、Government of Polandではなく、Ministry of Economy、

KAPE S.A.（S.A.は Joint-Stock Companyの意味）とする。

KAPEは R/D、M/Mの作成に関し、顧問弁護士に確認をとりつつ、KAPEが責任を負うこ

とのできる範囲を逐一確認しながら協議を行っていた。特に拘っていたのは、「Government

of Poland」という記載には、ポ国の国内法上 KAPEは含まれないという点である。しかしな

がら、R/Dは技術協力協定の文書を基にした雛形であり、文書の意味を大きく変えるような

変更は困難である旨を説明し、機材の所有権者の記載部分等、特に問題となる点以外は、基

本的に原案どおりとした。

責任の所在については、KAPE側にとっては極めて重要な問題であり、プロジェクトにとっ

ても、R/Dの記載事項によりポ国国内法上の問題が生じる（例えば、機材の所有権が国のもの

となった場合、KAPEが使用できるように手続きがなされるまでに長期間を要すると思われ

る）ことは可能な限り避けたいと考えた。しかしながら、R/Dの原案は 2年前から用意されて

おり、調査団派遣の 2週間前には改定後の JICA案を送付していたにもかかわらず、調査団が

現地に到着後に初めて明らかになった指摘であり、調査団としては原案にあまり多くの変更

を加えることは本邦との調整上不可能であると判断し、重要な部分のみの変更とした。M/M

に関しては、雛形等は存在しないため、協議結果を元に適宜修正を行った。

3 － 3　主要な論点と結論

（1）署名者

当初対処方針では、経済・労働省を署名者とすることを目指し、強く申し入れていたが、叶

わなかった。理由として、経済・労働省の担当局長が不在であること、プロジェクトの実施

にあたっては KAPEと JICAが主体となる旨口上書に記載されていることなど説明があった

が、主たる要因は、ポ国側の慣例にある。

ポ国は書面での契約を厳密に考えるため、自分の責任の範囲を超える約束は、その実効性、

軽重にかかわらず拒絶する傾向にある。また、署名者のプロトコルを厳密に考える。このた

め、プロジェクトの予算、政策的支援に関する項目については、KAPEの裁量では約束でき

ず、一方、裁量を有する経済省は、プロトコル上の理由で JICA との間で約束はできないとい

うことであった。

調査団としては、契約の考え方は理解できるが、本件は両者対等な共同事業ではなく、日
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本側から見れば一方的な援助であること、日本側が投入する予算は全て日本国民の税金を原

資としていることを説明し、他の契約同様に対等に考えるべきではないと伝え、一定の理解

は得た。

また、調査団派遣以前に署名者に経済・労働省を署名者として入れた R/D、M/M の案を

KAPE経由で経済省に送っていたにもかかわらず、現地訪問時に突然、署名者の変更を伝え

られたことについて、遺憾の意を伝えた。

調査団としては、署名は無理であったとしても、政策的支援、予算措置に関し、再度面会し

て経済省の協力方針を確認することとし、経済省のカミエンスキー副局長と面会した。

最終的なポ国側の署名者は、KAPEの総裁スコチコフスキー氏と、副総裁ヴィドヴィッチ

氏の 2名となった。KAPEは Joint Stock Companyであるため代表者は 2名おり、署名者と

しては両名必要であるとのことであった。

　

（2）ポ国側のプロジェクト責任者

Project Directorは KAPEの経営ボードメンバー（総裁、及び副総裁）、Project Managerは、

今後配置する ECTCの所長となった。調査団としては、プロジェクトの予算的、政策的持続

発展性への責任者を確保するため、当初、経済省の代表者を Project Directorにするよう、現

地派遣前の準備期間の段階から、相当程度強く申し入れたが、署名者と同様の理由で、叶わ

なかった。経済省はスーパーバイザーとして、プロジェクトの協力を行うこととなった。

なお、ワルシャワ工科大学が協力機関となることが確認された。ワルシャワ工科大学は

KAPEとの契約関係においてプラント据付場所の提供と改修だけでなく、カウンターパート

としての人材、テキストと試験問題の作成などノウハウの提供を行う。

（3）ポ国側の予算措置

R/Dの ANNEX 8にあるとおり、プロジェクト開始当初 2年間は食糧援助見返り資金を原資

とする予算が、その後 3年間は経済省予算を原資とする予算が、既にポ国国内で承認されて

いる。一方で、その後の予算は全く白紙であり、経済省、KAPE共に独立採算で事業を続け

る意向を持っているようである。

ポ国側としても、現段階でははっきりした方針ではないので、議論にはならなかったが、調

査団は日本や他国での事例から、省エネルギーセンターを独立採算で運営するためには、産

業界の強いニーズと、経済省の政策推進が必須であり、通常は極めて困難である旨、繰り返

し説明した。
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（4）コストシェア

日本側、ポ国側のコストシェアについては、M/Mの ANNEX 5のとおりであり、M/M本文

中にも記載がある。大部分は、通常のプロジェクトと同様の内容を定めている。

コストシェアについて、本件プロジェクトが特殊な点は、実習プラント供与に関する部分

である。現地調達、フルターンキー契約（機器納入だけでなく、組立、据付まで込みの契約）

とするため、通常、相手国が支払うべき据付費用のうち、JICAとプラント納入企業との契約

に含まれるもの、及び保険により賄える修繕費は日本側負担となる。一方、その他の据付に

関する費用はポ国側負担とし、M/Mに明記した。

フルターンキー契約とすることにより、日本側は据付費用を余分に支払うことになるが、他

国での省エネルギープロジェクトの事例から、据付時トラブルへの対処費用、施工管理の費

用を大幅に削減できるため、費用総額としてはむしろ安価となることが見込まれる。ポ国側

の予算は当然節約できる。

また、製作と設置の業者が同一となるため、技術的問題が起きにくく、速やかな実施が可

能である。ポ国側、日本側の事務手続きも相当部分削減でき、プロジェクトのスムースな実

施に寄与する。

（5）プロジェクト計画

上位目標（ポ国において省エネルギーが推進される）、プロジェクト目標（省エネルギー推

進機関として ECTCが立ち上げられる）に変化はない。ただし、文言としてはより簡潔な表現

にした。

成果は、「コンサルタントサービスを実施できるようになる」の部分を、「省エネルギー関連

企業のサポートが実施できるようになる」とした。短期専門家からの報告によれば、省エネル

ギーサービスをポ国に根付かせるためには、コンサルティング業務が必須であるとのことで

あったが、技術移転方法、対象等基本的事項に関するポ国側との議論が浅く、明確でないた

めここでは記載しないこととした。今後、ECTCの具体的な姿が見えてきた段階で、再度検討

する。
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3 － 4　プロジェクト主要スケジュール

詳細については、ミニッツの付属資料、TSI、及び POを参照。主要スケジュールは以下のとお

り。
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第 4 章　団長所感

今回調査団の最大の目的は、当初予定から 2年遅れとなっているプロジェクト開始に向け、協

議議事録（R/D）への署名を果たすことであった。この点では、実施機関である KAPE（ポ国省エ

ネルギー公社。経済・労働省所管の国有公社）と R/D及びミニッツに合意し、署名に至ったこと

で所期の目的を果たしたと言える。

［経済・労働省の関与］

協議日程の最終日早朝に、経済労働省エネルギー保障局カミエンスキー次長と会うことができ、

この場で、KAPE総裁も同席の下、当方から次長に対し、本プロジェクトの継続的支援と省エネ

ルギー政策の中での確固たる位置づけを依頼し、次長から口頭ではあるものの明確な肯定回答が

得られた。

KAPEは財務省、経済・労働省等の省庁が出資し、また参与会議のメンバーにもなるなど、政

府所有の組織であり、また相互の人的つながりも密接に感じられるが、一方で、組織的にはあく

までも別であり、予算は独立している。このため、日本側としても本件プロジェクトへの経済・労

働省の関与を少しでも高めるべく努力をしてきたものの、最終的には経済・労働省を R/Dへの署

名者とすることはできず、またプロジェクト責任者に経済省の人間を据えることを確定するに至

らなかったことなど、経済省の関与を文書上で従来よりも密接にすることは叶わなかった。

［ワルシャワ工科大学との連携］

本プロジェクトの省エネルギーセンター（ECTC）研修施設（日本から供与予定）が、ワルシャ

ワ工科大学（WUT）熱工学研究所内に設置されることは、大学の継続的な教育・研究活動との連

携、大学の有する教授スタッフ等によるサポートの面から望ましいと考えられる（以前には郊外

の KAPE敷地内に設置する案があった）。今回のワルシャワ工科大学熱工学研究所長を交えた協議

においては、①大学側の本プロジェクトへの高い期待が表明されるとともに、②研修施設設置場

所となる既設建屋の 11月末までの改修を大学側が約束したことから、スケジュールに沿ったプロ

ジェクトの遂行は、施設面ではほぼ問題ないと考えられる。

［協力基金その他関係者］

調査団滞在中に、ポ国協力基金理事長へ、本プロジェクトの重要性を説明し、無償協力見返り

基金から本プロジェクト予算への拠出を後押ししたことにより、ポ国国内における本プロジェク

ト予算の確保の一助となったと考えられる。これまで、日本大使館側の手続きが完了したにもか

かわらず、ポ国側の手続きが遅延していたが、基金と KAPE双方の弁護士（法律担当者）の間で



─ 16 ─

３度の協議がなされ、内容的に了解が得られたとのことであるので、７月からのカウンターパー

ト配置のための予算確保に向けて、ポ国側での残る手続きが急がれるところである。

また、日本―ポ国議員連盟のイヴィンスキー議員、ロード議員に本プロジェクトの説明を行っ

たこと（大使館より水城公使同席）も、日―ポ関係上、好ましかったと考える。

［その他］

KAPEとの協議においては、先方の法律担当者から R/Dの内容について、KAPEでは担保でき

ないものが含まれていることが指摘され、ある意味では、一昨年時点の議論の蒸し返しとなった。

こちらから強く再度の議論の蒸し返しは避けるように訴え、最終的には予算支出で不明確な点を

避けるために一部の修正を経て内容的に決着をみた。しかしながら、実施機関同士の文書に、相

手政府を代表しての合意を求め、また住居の供与や旅費の支給のように現実のプロジェクト運営

と合致しない形での R/D雛形の強要にも問題があると感じられた。

今回のプロジェクト開始の合意に至るまでの、在ワルシャワ大使館、JICA事務所、６回にわた

る調査団にご協力いただいた皆様方のご尽力に深く感謝いたしますとともに、今後派遣予定の専

門家の皆様方のご活躍を切にお祈り申し上げます。

以上
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